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欧州の統合深化と 「共和国」 フランスの理念

主席研究員　山口　勝義

5 月のイタリアでの G7 首脳会議では、欧州の主要国は 「米国第一」 を掲げるトランプ政権との間で、

これまでどおりの米欧の協調体制を維持することの難しさに改めて直面した。 また欧州内部では、 こ

れから英国の欧州連合 （EU） 離脱に向けた交渉がいよいよ本格化することになる。 このような動きの

中で EU の各国には相互の結束強化がより強く求められるわけであるが、 フランスの選挙が波乱なく

終了したこともあり、 ドイツの総選挙を終える今秋には、 欧州では統合深化に向けた議論が活発化す

ることが予想される。 その過程では、 二大国である独仏両国が発揮する指導力に期待が寄せられると

ともに、 なかでも、 新しい指導者を戴いたフランスがどのように積極的な役割を果たすかが注目される

ことになる。

このようなフランスであるが、 国内の社会情勢に目を向ければ、 軽視できない課題を抱えている。

まず、 テロが相次ぐ欧州の中においても、 重大な事件が毎年のように発生し、 これまでに多数の死

傷者を数えている。 他にも、 過去の事例を振り返れば、 例えば 2005 年にはパリ郊外でイスラム系を

中心にした移民の大規模な暴動が発生し、 大きな社会問題に拡大した経緯がある。 また、 女子中学

生が処分を受けた 1989 年の 「イスラム ・ スカーフ事件」 においても、 フランス社会が抱える難しい問

題が浮き彫りにされてきた。 このようにフランスでは宗教や移民に絡んだ問題が特に頻繁に表面化し

ているが、 これらを巡っては、 「共和国」 であるフランスの特性が密接に関わっているものと考えられ

ている。

王権や教権を退けた 1789 年の革命以来の精神を受け継ぐフランスでは、 現行憲法で同国が 「不

可分の、 非宗教的、 民主的かつ社会的な共和国」 であると規定したうえで、 全ての市民の法の前で

の平等を保障している。 そして、 この不可分の 「共和国」 フランスは、 独自性を主張する個別の集

団を認めず、 宗教についても公共の場からこれを一切排除する 「ライシテ」 の原理を固守している。

移民にはフランス文化への同化が求められ、 アメリカ型のアファーマティブ ・ アクション （積極的差別

是正措置） による多文化主義的な編入政策などは考慮の外にある。 こうした中で、 移民はしばしばフ

ランス社会に同化することができず、 その結果、 不満をため、 大都市近郊の貧困地域に集積し、 暴

徒化することとなり、 さらにはテロの実行分子に転じる可能性に繋がることにもなっている。 本来的に

は多様な人々が相互に平等を確保し共生するための原理のはずである 「ライシテ」 が、 実際にはイ

スラムを排除する方向に働いている側面を否定することができないわけである。

この非宗教性と公共性を優先する「共和国」フランスの理念を市場万能のネオリベラリズムと多文化、

大衆文化を特徴とするアメリカ主導の民主主義と比較すれば、 両者の間には際立った相違が存在し

ている。 しかし、 欧州の統合深化を含めグローバル化が進む下では、 多様な文化や宗教との共存や

差異を求める権利の尊重などの柔軟な対応が前提として求められることになる。 またその一方では、

英国の EU 離脱により加盟国間で勢力バランスに顕著な変化が生じ、 アングロサクソン流ではない大

陸欧州の特徴的な考え方が持つ影響力が拡大することにもなる。 こうした過程でフランスが欧州の統

合深化と自らの理念とを現実にどのように両立させていくのか、 注意深く見守る必要があるように考え

られる。
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